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報告第１号 

 

令和元年度阪神水道企業団水道事業会計 

予算繰越報告について 

 

 

地方公営企業法第２６条第３項の規定により、令和元年度阪神水道企業団耐震診

断業務委託、水質試験所改修工事、センター設備取替工事、配電設備改修工事、西

宮ポンプ場改修工事その２、配水管更新工事、甲東ポンプ場分析計取替工事、甲東

ポンプ場送配水用真空ポンプ取替工事及び受託工事事業、総務事業の予算繰越計算

書を次のとおり報告する。 

 

 令和２年８月６日 

 

 

 

 

 

 

阪神水道企業団 

企業長 谷 本 光 司  
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地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事　　業　　名 翌年度繰越額
企　業　債

円 円 円 円

耐 震 診 断 業 務 委 託 49,500,000 0 49,500,000 0

水 質 試 験 所 改 修 工 事 121,907,000 10,491,800 111,415,000 0

セ ン タ ー 設 備 取 替 工 事 293,150,000 247,968,000 45,182,000 0

配 電 設 備 改 修 工 事 319,946,000 295,852,700 24,093,000 0

西 宮 ポ ン プ 場 改 修 工 事 そ の ２ 113,300,000 19,318,187 93,981,000 0

配 水 管 更 新 工 事 358,920,000 210,307,703 148,612,000 0

甲 東 ポ ン プ 場 分 析 計 取 替 工 事 15,840,000 13,003,100 2,836,000 0

12,925,000 4,426,400 8,498,000 0

計 1,285,488,000 801,367,890 484,117,000 0

地方公営企業法第２６条第２項ただし書の規定による事故繰越額

款 項 事　　業　　名 予算計上額 翌年度繰越額
企　業　債

円 円 円 円

受 託 工 事 事 業 8,515,000 0 8,179,000 0

総 務 事 業 1,331,813,000 1,286,499,911 1,292,000 0

計 1,340,328,000 1,286,499,911 9,471,000 0
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甲 東 ポ ン プ 場 送 配 水 用
真 空 ポ ン プ 取 替 工 事

支払義務
発生額

         左 の
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不用額 説　　　明

円 円 円

49,500,000 0 0

111,415,000 200 0

45,182,000 0 0

24,093,000 300 0

93,981,000 813 0

148,612,000 297 0

2,836,000 900 0

8,498,000 600 0

484,117,000 3,110 0

不用額 説　　　明

円 円 円

8,179,000 336,000 0

1,292,000 44,021,089 0

9,471,000 44,357,089 0

新型コロナウイルス感染症対策として、工事を一時中止した
こと及び地元調整等に時間を要したため。

 財 源 内 訳
翌年度繰越額に係る
繰越を要するたな卸
資産の購入限度額

損益勘定
留保資金

 財 源 内 訳
翌年度繰越額に係る
繰越を要するたな卸
資産の購入限度額

損益勘定
留保資金

入札不調により契約手続に時間を要したこと及び新型コロナ
ウイルス感染症対策として、工事を一時中止したため。

新型コロナウイルス感染症対策として、工事を一時中止した
ため。

新型コロナウイルス感染症対策として、工事を一時中止した
ため。

新型コロナウイルス感染症対策として、工事を一時中止した
ため。

新型コロナウイルス感染症対策として、工事を一時中止した
こと及び施工方法の変更に伴う協議等に時間を要したため。

新型コロナウイルス感染症対策として、工事を一時中止した
ため。

新型コロナウイルス感染症対策として、工事を一時中止した
ため。

新型コロナウイルス感染症の影響により、一部事務用備品に
おいて、納期内での納品が困難となったため。

水道事業会計予算繰越計算書

新型コロナウイルス感染症対策に伴い、受注者において人員
及び時間の確保が困難となったため。
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（参 考） 

 

 

地 方 公 営 企 業 法  ぬ き が き 

 

 

（予算の繰越） 

第26条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に 

支払義務が生じなかつたものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度 

に繰り越して使用することができる。 

２ 前項の規定による場合を除くほか、毎事業年度の支出予算の金額は、翌事業年  

度において使用することができない。ただし、支出予算の金額のうち、年度内に 

支出の原因となる契約その他の行為をし、避け難い事故のため年度内に支払義務 

が生じなかつたものについては、管理者は、その金額を翌事業年度に繰り越して 

使用することができる。 

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団 

体の長に繰越額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた 

地方公共団体の長は、次の会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 


